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京都議定書の発効 に もかかわらず,2005年

か らの環境税 の導入 は利害関係者 の抵抗 で見

事 につぶ されて しまい,2008～2012年 の問,

1990年 対比6%のCO,削 減 目標の遵守 も危 う

くされている現状で ある。環境税 の導入 を反

対 した側 の主 な理 由は,不 況の悪化お よび国

際競争力 の低下 に対す る懸念 なのである。長

い間,環 境破壊防止のための経済的手段 とし

て,環 境税が最 も多 く論議の中心 となって き

た ものの,利 害 当事者の抵抗が依然 として強

いことが分 かった以上,現 実的に受 け入れや

すい制度デザ インを改めて考えなければな ら

ない。

従来,環 境保全の経済的手段 の一つである

環境補助金の場合,所 得再分 配の側面か ら否

定的 な側面が強調 されて きたが,著 者は環境

補助金の肯定的 な側面 に照明 をあてて再評価

を行ってい る。本書 は,日 韓 にお ける環境補

助金 の役割 お よび政 治経 済的 な性格 につい

て0理 論 ・実証 ・制度分析 を網羅 した,実 り

多い もので あ り,環 境補助金の環境政策手段

としての積 極 的な利用 を強 く主張 している.

す なわち,環 境補助金の新 たな解釈 を求め る

問題の書であ り,今 後の制度デザ インに貴重

な示唆を与 えて くれ る,ま さしく時期 にかな

った出版であ ると言 って よい。4部 構成の本

書の章別構成 は以下の通 りである.

第1章 環境補助金と汚染者負担原則

第2章 環境補助金の政治経済学

第3章 日本の環境政策の展開と成果

第4章 環境補助金と技術

第5章 日本の財政投融資と環境補助金

第6章 韓国の環境政策 と環境予算財源調

達制度

第7章 韓国の環境補助予算制度

第8章 韓国の環境賦課金制度

第9章 日本のエネルギー税 と特定財源

第1章 では,環 境補助金の効率性や所得再

分配機能などの経済効果に関する理論的な考

察を行い,ま た代表的な環境補助金の政策金

融 ・租税優遇措置 ・直接補助金がどの程度汚

染者負担原則から逸脱するのかに関する定量

化を試みている.そ の上で,環 境補助金を評

価する際,汚 染者負担原則か ら逸脱する度合

いを重視するより0汚 染抑制インセンティブ

の大 きさや政策の公共性を主な評価基準 とす

るべきだと指摘 している.

第2章 は9日 韓及び欧米の環境政策選択に

おける利害当事者間の政治的影響力の相違を

概観 したのち,各 環境政策手段 が利害当事

者間の所得分配 と構成水準 に及ぼす影響 のモ

デル分析 を行っている.こ れ に基づいて,環

境補助金 は他の環境政策手段 との組 み合 わせ

によ り,分 配問題 を回避 しつつ環境 目標 を達

成で きる制度デザ イ ンの フ ァクターであるこ

と,ま た環境補助金 の主 な選択基準 は,政 治

経済学的側面 よりもむ しろ補助金支給対象 の

公益 性や財 源確保 にあ るべ きであるこ とを主

張 している。

つづ く第2部(日 本の環境 政策 と環境補助

金制度)の 第3,4,5章 は,著 者 の学 問的

意図が凝縮 された中核 的 な部分である.ま ず

第3章 で,日 本の環境政策の展 開を形成期 ・

確立期 ・調整期 ・再編期の4つ に区分 し,ヒ

ァリング調査結果 などを用 いなが ら,大 気汚

染 と水質 ・廃棄物政策分野における環境補助

金の成果 を強調 してい る。なお,日 本 の環境

政策の主な法 ・政策 などについて,最 近 まで

の資料 を誠実 にまとめ た意義は大 きい.

また第4章 では,環 境補助金 を政策金融 ・

租税 優遇措 置 ・直接補助金 の3つ に分類 し,

それ らの運用 実態 を時系列 に整理 している.
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それから従来十分な検討が行われなかった環

境補助金と環境技術開発 との相関関係を検討

し,そ の有効性を再認識すると同時に,新 し

い運用方針 としてベンチャー型補助金 と消費

者向け補助金の拡大を提言 している.

第5章 は,財 政投融資に よる政策金融の持

っ,環 境補助金的機能や企業 の公害防止投資

へ のイ ンセ ンテ ィブ効 果に関す る定量的 な分

析 を通 じて,そ の問題 点 と有効性 を明 らか に

している.と くに低金利 時代 に入ってか らの

政策金融の あ り方 に関する大胆 な提言 を行 っ

てお り,そ の一環 として,新 しい環境対策財

源機能の強化 を主張 し,環 境賦課金 または環

境税 を例 と して取 り上げている.

そのため,環 境賦課金が環境予算 の重要財

源 となっている韓国 を例 として取 り上げ,第

3部(韓 国の環境政策 と環境予算制度)の 第

6,7,8章 が展開 される.ま ず,第6章 で

は,韓 国の環境予算 とりわけ特別会計の種類

とその財 源の調 達方 法 を詳細 に紹介 してい

る.ま た第7章 は,環 境補助 関係の予算が配

分 される主体別の分析 を行 い,使 途指定の特

別会計の硬直性,新 しい財源調達源の確保の

必要性,財 源管理の分散的構造や予算調達構

造の中央集権的構造な どの問題 を明 らか に し

てい る.第8章 は,韓 国の各種 の環境賦課金

は消 費者 に転嫁 されることが多い.そ のため,

環境補助金 の財源 として機能 したものの,環

境改 善の達成 には限界 があるこ とを示 してい

る.ち なみ に,こ の第3部 は,現 在 日本で紹

介 されている韓国関連の環境政策関連の文献

の中0最 も詳細 な分析 と最新 の資料 とが整理

されているもの といっても過言で はない.

第4部 の第9章 は,日 本 でエ ネルギー関連

税 の再整理が行われている最 中,日 本の3つ

のエネルギ ー税関連の特定財源の使途 を再検

討 し,そ れ らを統合 ・管理す るサステナブル

会計 の創設 を主張 している.

以上の ように,本 書 は丁寧で細部にわた る

分析 お よび多 くの新 しい提案 を具体的に示 し

た ことには示 唆 され る ところが少な くない.

しか し,今 後の論点 を深 めるため,気 になっ

た2つ の疑問点を取 り上げ よう.

まず第1に,「 公共性」 を環境 補助 金の主

な評価尺度 とす る問題 である.著 者 は所得分

配の歪みを正す方法 として,公 共性 を取 り上

げてい るものの,従 来 の公共事業 か らみて も

わか るように,推 進側 の恣意的な解釈で効率

性 のみが基準 となってい るのも事実であ る.

宮本 憲一氏 は,公 共性 の基準の一つ として,

「1)事 業やサ ー ビスが特定 の個人私企業 に

占有 された り,利 潤 を直接 間接の 目的 として

運営 されるのでな く,2>す べての国民に平

等 に安易 に利用 されるか,社 会的公平のため

に運営 されるこ と」 をあげている.広 い解釈

で,私 企業 の汚染 防止の環境技術 は,2)の

解釈 に当ては まるか も しれ ない ものの,1)

の解釈 に全 く反す るこ とは明 らかであ る.汚

染防止設備 がある程度進 んでいる場合,環 境

補助金 は消 費者 向け を中心 にすべ きであ り,

企業向けの環境補助金 は段 階的に縮小 しなが

ら,民 間金融機 関の環境事業に託すべ きでは

なかろ うか.

第2に,電 源 開発促進特別会計 とりわけ電

源利用勘 定(旧:電 源多様化勘定)が 石油代

替 エネ ルギ ーの 開発 機 能 を持 って いる とい

う,著 者の見解 に ささやか な抵抗 を感 じる.

電源開発促進税は,1974年 当初,原 発 を中心

とした電源 立地促進 のための国税 目的税 とし

て制定 されたが,電 源三法交付金の対象地域

に とって地 方交付税が縮減 されるので,単 な

る 「迷惑料 」の性格 が強い もの にす ぎない.

また,1980年 に多様化勘 定が追加新設 され,

石油代替エネルギー開発 に取 り組 んではいる

が,2004年 度 の電源利用 勘定予算でも効率性

に乏 しい 「もん じゅ」関連の核燃料サイクル

開発 機構 経費 が半 分 を 占める現 状 なので あ

る.電 源 開発促進税 は,石 特会計 関連の税お

よび交通燃料税 関連財源 とは性格 を異にす る

もの と言 わざるを得 ない.ち なみに0制 度改

正で原子力 ・水力 ・地熱 を除いた石油代替エ

ネルギー開発部門は,石 特会計へ移管 された.

なお,第6章 で取 り上げ た,韓 国の地方譲与

金管理特 別会計 も2005年 に廃止 され,水 質

汚染 防止事 業財 源 が環 境部へ移 管 され るな

ど,環 境部 関連事業の一貫性 の維持のための

統廃合 が進め られている.

いずれにせ よ,本 書 は,こ うした諸課題 を
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残 しつつ も,今 後の環境政策 の制度デザイ ン

に向けた議論 を進める上 で,理 論家 ・政策立

案者 に多 くの示唆 を与 える こ とは疑 いが な

い.ぜ ひ一読 を薦 めたい.
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